
 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 

 

 
 
◆ロイヤルティ契約の法律と実務上の留意点 

10：30～13：00 

 

１．ロイヤルティ契約の意義 

２．ライセンスの付与 

３．ロイヤルティの決め方と支払方法 

４．ロイヤルティ監査 
～ロイヤルティ確保の手段としての規定の 

仕方とその活用～ 

５．ロイヤルティ契約の主要条項と注意点 

６．その他の法律上の注意点 

７．契約交渉上のポイント 
＜質疑応答＞  

 講師；淵邊 善彦氏 

 
◆ロイヤルティ取引に係る税務と実務上の留意点 

14：00～16：30 

1.移転価格税制における価値創造への課税に関する実務

上の留意点 
(1) 無形資産に係る広範な定義の採用 

(2) 無形資産の使用と移転に係る 

利益の価値創造に沿った配分 

(3) 評価困難な無形資産に関する移転価格ルール 

(4) 移転価格の同時文書化 

2.無形資産による収益源泉の関連者への帰属のあり方 
(1) 無形資産の特定 

(2) 価値創造による 

超過ロイヤルティ(Super Royalty)の構成事業体への帰属 

(3) 超過利益の源泉としての Value Driver の評価 

(4) 租税条約上の情報交換による超過利益の捕捉 

  ＜質疑応答＞  講師；角田 伸広氏 

 
●受講料：１名 ※資料・昼食代含む 

 

本体価格 (37，000 円)  本体価格  (40,000 円) 

 

 
 

＊弊会ホームページからも申し込みいただけます。 

http://www.bri.or.jp 

●申込先 : 
一般社団法人 企業研究会 経営管理研究グループ 

 

          

 ロイヤルティ契約・取引の法律、税務と実務上の留意点 

 

 

担当）居代  E-mail： ishiro@bri .or. jp 

〒102-0083千代田区麹町 5-7-2 

TEL 03-5215-3516／FAX 03-5215-0951～2 

●日 時: 2016 年 8 月 31 日（水）10：30～16：30 ※13:00～14:00 昼食・休憩 

●会 場: 東京・飯田橋 「日本出版クラブ会館」 
●講 師: 淵邊 善彦氏 ＴＭＩ総合法律事務所 パートナー  弁護士 

1987 年東京大学法学部卒業。1989 年弁護士登録、西村眞田法律事務所（現西村あさひ法律事務所）勤務。1995 年ロンドン大

学（ UCL)LL.M.卒業。ロンドン及びシンガポールのノートン・ローズ法律事務所勤務。2000 年 TMI 総合法律事務所参画。東

京大学法科大学院教授、中央大学ビジネススクール客員教授。主な取扱分野は、企業合併・買収（M&A）、知的財産権、国際企

業取引、企業法務全般。主要著書に『超実践 債権保全・回収バイブル』（共著 レスシスネクシス） 『ビジネス法律力トレー

ニング』（日経文庫） 『シチュエーション別提携契約の実務（第 2版）』（共著 商事法務） 『ロイヤルティの実務詳解』（中

央経済社） 『契約書の見方・つくり方』（日本経済新聞出版社） 『ネットワークアライアンス戦略』（共著、日経 BP 社） 『ク

ロスボーダーM&A の実際と対処法』（ダイヤモンド社） 『企業買収の裏側―M&A 入門』（新潮新書） 他多数。 

 

●講 師: 角田 伸広氏 KPMG税理士法人 国際事業アドバイザリー（移転価格） 

 パートナー 経営法博士 税理士 

2013年からKPMG税理⼠法⼈国際事業アドバイザリーに参画し移転価格関係の業務に関与。 国税庁国際業務課⻑（2011-13）、

東京局課税第⼀部⻑（2010-11）、⼤阪局課税第⼀部⻑ （2009-10）、同調査第⼀部⻑（2009-10）、相互協議室⻑（2006-2008）、

国際企画官（2004-06）、広島局調査査察部⻑（2003-04）、IMF財政局コンサルタント（2000-02）、東京局国際情報課⻑（移

転価格担当）（1996-1998）等を歴任。 OECD租税委員会各部会で、我が国税務当局代表として以下の議論に参画。 1996年 無

形資産取引に係るOECD移転価格ガイドライン策定。 2013年 無形資産取引に係るOECD移転価格ガイドライン改訂のためのディ

スカッションドラフト策定。 BEPS（税源浸⾷と利益移転）への対抗策としての⾏動計画策定。 UN国際租税協⼒専⾨家委員会

で、我が国税務当局代表として以下の議論に参画。 2011年国際連合モデル租税条約改訂。 2012年 新興国・途上国のための

移転価格実務マニュアル策定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

、自動車、IT、医薬品、商社、銀行など多様な業種に関して、移転価格更正リスク評価、移転価格ポリシー構築のサポート、

移転価格証拠資料作成、事前確認申請（APA）、移転価格調査対応、相互協議のサポートなどのプロジェクトリーダーとして

従事。対象地域も日本を中心として米国、中国、欧州、オーストラリア、東南アジアと多岐にわたる。国際税務専門誌 

International Tax Reviewの「World’s Leading Tax Advisers」、ユーロマネー誌の「Guide to the World’s Leading Transfer 

Pricing Advisers」並びに「Women in Business Law」の第1版から第4版まで選出されている。主要著書に『移転価格税制と

税務マネジメント』（共著 清文社） 『日中移転価格税制ガイドブック』（共著 中央経済社）他   国際租税研究協会、国際

税務研究会等での講演実績多数。『国際税務』『税務弘報』誌 他での論文多数。                                                                                                                                                                                   

 

申込書に所定事項ご記入の上、下記宛 FAX または E-mail にて

お送りください。※FAX 番号をお間違えないようお願いします。

折り返し、受講票・請求書他をお送り致します。 

39，960円 43，200円 

161442-0306 ロイヤルティ契約・取引の法律、税務と実務上の留意点 
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http://www.bri.or.jp 


